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Method of Priority Judgment of the Seismic Countermeasure Based on Life Cycle Cost

Kimitoshi  SAKAI　　Yoshitaka  MURONO　　Tsutomu  SATO

　Recently, reinforcement of railway structures, countermeasures against vehicle derailments and installation of
seismometers for earthquake early warning, have been actively promoted to improve the railway safety against
earthquakes.  However, it takes a long period until the countermeasures are completely applied to the overall rail-
way line. It follows that an index giving priority to possible countermeasures is required based on their budgets
and resulting effects.  In this study, as one of the indexes, a method of priority judgment of the seismic counter-
measure is proposed based on the difference of life cycle cost for the cases with and without a countermeasure.
By using this proposed method, priority of countermeasures is determined considering the inherent properties of
a target line, such as their operation, earthquake, soil and structural conditions.
キーワード：耐震対策優先度判定，DLCC，生起確率付地震動群，鉄道システム

１．はじめに

　鉄道システムは土木・建築構造物（以下，構造物），軌

道，電車線柱（以下，電柱），車両など様々な施設・要素

により構築されている。これらの地震対策は，各種施設

ごとに独立に実施されており，そのため各々が保有する

耐震性能も異なっている。しかし，鉄道システム全体の

地震時安全性向上を目標とした場合には，各施設の耐震

性能，耐震対策効果を共通の指標で評価する必要があ

る。さらに，限られた予算の中で効果的な耐震補強を実

施するには，補強の優先順位や工法の選択について合理

的な方針を設定する必要がある。従来の補強の優先順位

決定は過去の地震被害等に基づいた技術者の経験的な判

断による部分が大半を占めていると考えられ，鉄道シス

テム全体を含んだ形での客観的，定量的な判断指標は整

備されていない。

　一方で，鉄道システム全体の地震リスクを評価する際

には，これに対応した形での地震作用を設定する必要が

ある。従来から用いられている施設の地震リスク評価手

法としては，確率論的地震危険度解析１）によって評価さ

れるハザード曲線と構造物のフラジリティ曲線をかけあ

わせることによって，損傷確率等を算定することが多い

２）。ところが高架橋上に建設された電柱や車両の地震リ

スクを評価する場合には，高架橋上の応答を推定する必

要があり，ハザード曲線だけでは不十分である。この問

題を解決するため，筆者らは過去に確率論的地震危険度

解析に基づいた地震波形（生起確率付地震動群）のシ

ミュレーション手法の提案を行っている３）。この生起確

率付地震動群を用いることで，動的解析によって各種施

設の損傷確率を算定可能であり，さらに動的解析を実施

することで高架橋上端の応答波形も得られるため，電

柱，軌道，車両等の構造物の影響を含んだ施設の地震リ

スクを評価することも可能である。つまり現在の技術レ

ベルにおいて，鉄道システム全体の地震リスクを共通の

指標で評価することが可能であると考えられる。

　そこで本研究では，各種鉄道システムの地震リスクを

算定し，ライフサイクルコストという共通の指標に基づ

いた耐震対策優先度判定法の提案を行う。さらにモデル

線区に対して提案手法を適用することで，手法の適用性

と有効性の検討を行う。

２．DLCC を用いた耐震対策優先度判定法

　鉄道システム全体の地震安全性を向上させるためには，

弱点箇所の耐震性能向上や，効率的な耐震対策優先度の

判定を行う必要がある。従来の地震対策は，各種施設ご

とに実施されており，鉄道システムとしてどの箇所に対

策を実施することが最適な補強対策となるかといった判

断を行うことは困難であった。そこで本章では，複数の

施設，設備から構成される鉄道システムの耐震性能，補

強効果を同じ指標で評価するために，耐震補強前後のラ

イフサイクルコストの差分（DLCC : Difference of Life
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Cycle Cost）４）に基づいた優先度判定法の提案を行う。

　まず鉄道システムのライフサイクルコスト（LCC）を

次式によって定義する。

LCC C C P CI R fi fi
i

N

= + +
=
∑

1

(1)

　ここで，CI：初期建設コスト，CR：補強コスト，Pfi：地

震によって損傷レベルがiとなる確率，Cfi：損傷レベルが

iとなった場合の損傷コスト，N：限界状態の数である。損

傷コストCfは，補修コストCREPと営業損失コストCFの
合計額で表現することとした。また，今回のLCCには維

持管理費等は含めないこととしている。この場合，地震

対策前後の LCCの差 DLCC は次式で表現できる。
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　ここで，LCC0：耐震補強を行わない場合の LCC，

LCCR：耐震補強を行った場合のLCC，N0：耐震補強を

行わない場合の限界状態の数，NR：耐震補強を行った場

合の限界状態の数である。

　様々な補強対策に対してDLCCを算定し，比較するこ

とで，DLCCが大きいものほど補強効果が大きく，優先

的に実施すべき補強対策であると判断できる。DLCCの

算定手順を図 1 に示す。

３．モデル線区における地震対策優先度判定の

試算

3. 1　モデル線区の構築

　今回はモデル線区として延長10kmの地盤，橋梁，盛土，

電柱からなる鉄道システムを構築した。橋梁，盛土の高

さ分布，地盤の固有周期の概略を図2に示す。さらに橋梁

においては降伏震度，等価固有周期，各損傷レベルに至

る限界変形量，破壊形態（せん断破壊型，曲げ破壊型），

盛土においては，降伏震度，円弧すべりを発生させる際

の円弧半径，各損傷レベルに至る限界変形量をそれぞれ

設定している。また電柱においては，高さ 10mのコンク

リート柱を50m間隔で一様に配置し，周期，降伏震度，損

傷に至る限界変形量を設定した。なお，橋梁，盛土の損

傷は設計標準５）にあるように4段階に分類し，それぞれ

の限界値を設けているが，電柱については，損傷，無損

傷の2段階で設定した。このモデル線区を対象に，各種補

強を考えたDLCCの算定，最適な耐震対策の判定を行う。

3. 2　地震作用の設定

　モデル線区の地震リスクを評価するための地震動群を

設定する。ある一つの再現期間を想定した場合において

も，対象とする地域の地震活動度が異なれば，想定され

る地震動レベルは大きく異なる。そこで本検討では，地

震活動度の高い地域（地域 A）と低い地域（地域B）の

2地域を想定し，確率論的地震危険度解析を実施した。地

震危険度解析を行う際には，想定する地震動レベルとし

てどの程度の再現期間を想定するか検討する必要がある

が，今回は地震動の発生確率として30年間に3%の確率

で発生する地震動とした。これは国の機関によって計算

されている地震発生確率と同一である６）。今回の地域に

おいて算定された地震加速度は，地域Aでは760gal，地

域Bでは334galである。このように周辺の地震環境（断

層の有無，各断層の規模，発生確率）の違いによって，想

定される地震動レベルが大きく変化するため，地域毎に

要求される耐震対策が変化することが予想される。

　次に筆者らが提案している生起確率付地震動群作成手

法３）を用いて地震危険度解析結果を満たす時刻歴地震動

波形（生起確率付地震動群）を，シミュレートする。最

終的に得られた地震動群の例を図 3 に示す。

　ここで得られた生起確率付地震動群は，工学的基盤

（耐震設計上の基盤面，せん断弾性波速度Vs=400m/s程

図１　DLCC算定フロー

図２　モデル線区の概略
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度の連続地層）位置での地震動であるため，対象地点の

地盤情報を用いた地盤応答解析を実施することで，地表

面位置の地震動を求める。地盤応答解析としては，逐次

非線形解析を用いた。地盤の非線形構成則としては，

GHE-S モデル７）を用いることとし，動的変形特性は多

数の繰り返し三軸試験結果をもとに設定された標準的な

値８），９）をもとに設定している。減衰としては，地盤の

せん断弾性波速度，土質分類をパラメータとして周波数

依存性を考慮した減衰（Q値）の提案式10）に出来る限り

一致するようなレーリー減衰を設定している 11）。

　以上の条件で，基盤位置での地震動群を入力とした地

盤応答解析を実施することにより，地表面位置での地震

動群の推定を行った。得られた地表面位置における地震

動最大加速度の平均値，標準偏差をまとめて図4に示す。

これらの結果より，地盤応答解析を実施することで，地

盤条件に応じた地震動の増幅，減衰の影響を適切に評価

されていることが分かる。

3. 3　各種施設の損傷確率算定

　前節で得られた地表面位置での地震動群を構造物に入

力することで，応答値を推定する。応答値算定手法を簡

単に説明する。橋梁は 1自由度系にモデル化し，逐次非

線形動的解析を行う。非線形構成則は骨格としてBi-lin-
ear モデル，履歴法則として Clough モデル 12）（α=0.20,

β=0.05）を用い，減衰定数は10%とした。盛土はニュー

マーク法13）により滑動変形量を算定する。電柱の応答は，

橋梁と同様に 1 自由度系にモデル化した動的解析による

ものとし，橋梁上に存在する場合は橋梁の応答波形を，盛

土上に存在する場合は地表面波形をそれぞれ入力として

用いる。さらに橋梁上に建設された電柱は，橋梁のロッキ

ング応答の補正係数を考慮している 14）。

　以上の手続きにより，各地震動群に対する橋梁，盛土，

電柱の地震応答値を推定できる。これと各損傷レベルの

限界応答値を比較することで，各損傷レベルの発生確率

を算定する。得られた損傷確率を図 5に示す。この結果

から，せん断破壊型の橋梁では損傷レベル 4となる確率

が非常に大きくなっていること，地震活動度の高い地域

Aでは地域Bと比較して損傷確率が大きくなっているこ

と等が分かる。

3. 4　補修コスト，補強コストの設定

　LCCを算定するために必要な補修コスト，営業損失コ

ストの設定を行う。また，各種補強を設定するための補

強工法の抽出，これに必要な補強コストについても設定

する。

（1）補修コスト，営業損失コストの設定

　地震被害を受けた場合の補修コスト，営業損失コスト

を設定する。本検討では災害復旧誌や研究事例などの資

料調査をもとに，表1, 表2のように仮定した。なお営業

損失コストは，表 2の停止日数に 1 日の運輸収入を乗じ

ることで，算定可能である。今回は路線の 1日の運輸収

入として 10 億円と仮定した。

（2）補強工法の設定

　橋梁，盛土，電柱の補強工法，補強効果，補強コスト

を設定する。本検討では 1つの事例として表 3に示すよ

うな工法を設定し，各工法を適用した場合の損傷確率に

ついても算定している。これ以外の補強工法を採用する

ことも可能であり，この場合についても同様の手順で，

耐震対策優先度を判定することが出来る。

3. 5　DLCC 算定および耐震対策優先度判定

3. 5. 1　地震活動度の高い地域（地域A）の場合

（1）第一段階目の補強

　地震活動度が相対的に高い地域AにおけるDLCC算定

結果を図 6に示す。これによると，まず対象路線の地震

図３　生起確率付地震動群の例（地域 A）

図４　地表面位置での地震応答の例（地域 A）

図５　構造物の損傷確率
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による補修費，営業損失を合計したLCCは約 1300億円

であることが分かる。これに対して橋梁，盛土，電柱の

それぞれに地震対策を実施した結果を示しているが，補

強費は最大でも10億円程度（他と比べて小さいため図に

は表れていない）であり，現状のLCCと比較して非常に

小さい。一方で橋梁，盛土の地震対策を実施することで，

被害発生確率を大幅に低減できるため，補修費等は低く

なっている。その結果として，DLCCは全ての対策でプ

ラス（電柱補強でも 0.7 億円程度のプラス）となってお

り，いずれの対策も有効であるという結果となった。そ

の中でも橋梁に地震対策を実施することで，DLCCが最

大になっている。つまりこの地域では橋梁から地震対策

を実施することが最適であると言える。

　なお，橋梁については，2タイプの破壊形態（せん断破

壊型，曲げ破壊型）を有する橋梁をまとめて検討を行っ

ている。そこでこれら破壊形態の違いによる対策効果を

調べるために，それぞれの破壊形態を有する橋梁のみを

補強した場合のDLCCの算定を行った。得られた結果を

図 7 に示すが，今回の地域では曲げ破壊型の橋梁を補強

するよりも，せん断破壊型の橋梁の補強を行う方が

DLCCが大きくなるため，効果的な対策であると言える。

　つまり，地域Aにおける第一段階目の地震対策として

は，せん断破壊型を有する橋梁の補強を実施し，その後

曲げ破壊型を有する橋梁の補強を実施することが有効で

あるという結果を得た。

（2）第二，第三段階目の補強

　続いて地域Aにおいて橋梁の地震対策が終了した後に

実施すべき対策を調べるため，第一段階目の対策（せん

断破壊型，曲げ破壊型の橋梁の補強）実施後のLCCに対

する各種対策効果の算定を行った。得られた結果を図 8
に示すが，橋梁上の電柱の対策よりも，盛土の対策を実

表１　設定した補修コスト 表２　設定した営業損失コスト（停止日数）

表３　設定した補強シナリオ

損傷

レベル
盛土 * 橋梁 *

電車

線柱 *

1 － － －

2 － 0.1 －

3 － 0.3 －

4 0.2 2.0 0.01
単位：億円

（* それぞれ一箇所辺りのコスト）

損傷

レベル
盛土 橋梁

電車

線柱

1 － － －

2 0.5 1 －

3 3 5 －

4 6 90 2
単位：日

補強箇所 補強工法 補強効果 補強コスト

橋梁 鋼板巻き立て 靭性能上昇 100 万円 / 本
盛土 グラウンドアンカー 応答値低減 1.5 万円 /m
橋梁上の

電車線柱

ダンパー 応答値低減 10 万円 / 本

図６　DLCC 算定結果（地域 A，第一段階）

図７　破壊形態の異なる橋梁毎の DLCC算定結果

図８　DLCC 算定結果（地域 A，第二段階）
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施することで，DLCCが大きくなることが分かる。よっ

てこの地域では第二段階目の対策として盛土の補強が有

効であると言える。

　さらに橋梁上の電柱であるが，この図では表現されて

いないが，DLCCは0.7億円程度のプラスとなっている。

つまり電柱の対策を実施することで，LCCが低減される

結果になっており，第三段階目の対策としては，橋梁上

の電柱の補強を実施，という結果が得られた。

3. 5. 2　地震活動度の低い地域（地域 B）の場合

（1）第一段階目の補強

　地震活動度の相対的に低い地域BにおけるDLCC算定

結果を図 9に示す。地域Bでは想定される地震動のレベ

ルが低いために，各種施設の地震リスクは低い。その結

果，現状の LCC は地域 A と比較して小さくなっている

（地域A：1260 億円，地域 B：970 億円）。また，各種対

策を実施した際のDLCCは，地域Aと同様に橋梁の対策

を実施した場合が最大となっている。一方で，盛土の対

策を第一段階目の対策として実施した場合には，DLCC
がマイナスとなる。これは，路線全体の停止日数に与え

る影響として，橋梁の被害によるものが大半であるた

め，たとえ盛土の対策を実施したとしても，営業損失に

は変化がなく，結果として投資効果がマイナスになった

ためである。つまり地域Bでは第一段階目の対策として

盛土の補強を実施したとしても，有効な結果は期待でき

ないことになる。

　橋梁の対策のうち，破壊形態毎のDLCC算定結果を図

10に示す。これより，せん断破壊型の橋梁に対策を行う

とDLCCが非常に大きくなるのに対し，曲げ破壊型の橋

梁への対策はDLCCがマイナス（-2.63億円）となる。こ

れは地域Bでは想定される地震レベルが低いため，曲げ

破壊型の橋梁の損傷確率も低くなっている（図 5（b））。
そのためにたとえ対策を実施しても損傷確率が変わらな

いため，対策効果がマイナスとなった。

　以上の結果より，地域Bにおいては第一段階目の地震

対策としては，せん断破壊型を有する橋梁のみ補強を実

施することが有効であるという結果を得た。これは地域

Aにおける第一段階目の地震対策（せん断破壊型 → 曲げ

破壊型の順に全橋梁を補強）とは異なる結果となってお

り，地点の地震活動度によって有効な対策が異なること

が明らかになった。

（2）第二，第三段階目の補強

　地域Bにおける第二段階目の対策を検討するため，せ

ん断破壊型の橋梁を補強した状態の LCC を初期状態と

して，各対策を実施した場合の DLCCを算定する。（1）
で述べたが，全橋梁（せん断破壊型＋曲げ破壊型）に対

策を実施したLCCは，せん断破壊型の橋梁に対策を実施

したLCCよりも大きくなることが分かっているため，曲

げ破壊型の橋梁に対する検討は実施していない。

　得られた結果を図11に示すが，盛土，橋梁上の電柱と

もに対策を実施することで DLCC がプラスとなってい

る。図 9において第一段階目の対策として盛土を選択し

た場合にはDLCCがマイナスであったが，第二段階目の

対策ではプラスとなっている。この原因としては，第一

段階目の対策では地震時の営業停止に占める影響のほと

んどが橋梁であったために，盛土の対策効果がほぼゼロ

であり，投資効果としてはマイナスとなっていた。とこ

ろが橋梁の補強を実施することで，盛土の損傷が路線全

体の営業停止に与える影響が相対的に大きくなり，対策

を実施することで営業損失が大幅に低減された。その結

果として盛土対策のDLCCがプラスとなった。つまり適

切な対策の検討を行う場合には，各段階での初期状態か

らの変化を適切にモデル化する必要があると言える。

　また，図11の各種対策を実施した場合の結果の中で，

図９　DLCC 算定結果（地域 B，第一段階）

図 10　破壊形態の異なる橋梁毎の DLCC算定結果

図 11　DLCC 算定結果（地域 B，第二段階）
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DLCCが最も大きいのは盛土の補強である。そのため第

二段階目の対策としては盛土，第三段階目の対策として

は橋梁上の電柱が選択された。

４．まとめ

　本検討では，鉄道システム全体の耐震対策の優先順位

を客観的・定量的に評価可能な手法として，DLCCに基

づく耐震対策優先度判定法の提案を行った。本手法では

地震を確率論的に評価し，この地震動評価結果を元に各

種施設の損傷確率，対策前後のライフサイクルコストを

計算することで，対策の有効性を評価した。

　本手法の適用例として，モデル線区に対して各対策を

実施した場合のDLCCを算定し，対策優先順位の設定を

行った。その結果，たとえ同一地盤，同一構造が並んだ

路線であっても，地震活動度が異なると有効な対策が変

化することが分かった。つまり本手法を用いることで，線

区の輸送密度，輸送量，地震活動度，地盤条件，構造形

式，設計年代などの各種条件を反映させた上で，路線ご

とに適切な地震対策を選定可能となることが期待される。

　また，本手法では構造物上端の応答波形も算定されて

いる。この応答波形を用いて車両の走行解析を実施する

ことで，車両の脱線確率を算定することも可能であり，

将来的にはより総合的な検討に発展させることも可能で

ある。

　ただし補修費，補強費，補強効果，その他停止に伴う

損失費用等は様々な条件に依存して変化するため，実際

の適用にあたっては，検討を行う路線の実情に応じた値

を設定し，これに基づいた補強優先度の判定を行う必要

がある。さらに，今後は構造物応答と地震動評価のそれ

ぞれの予測精度の違いを加味した検討や，ネットワーク

による代替輸送等を考慮した形での社会的損失等も含む

より総合的な評価について検討を行う必要がある。
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